
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 

 

平成２５年５月３１日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）：心身機能の低下のために介護予防事業の対象となる地域在住高齢者の
約 15％は、地域活動、身体活動、認知機能動員活動、仕事のいずれにも関与せず、活動・参加
領域の生活機能が障害域にあった。これらの者の心身機能の改善を、活動・参加領域の生活機
能の改善へ波及させるためには、心身機能訓練に、ソーシャルサポートを提供する友人の開拓、
視力の障害への対応、そして閉じこもり状況の改善につながる介入を付与することが有用であ
ると考えられた。 
 
研究成果の概要（英文）：The domain of activity and participation of functional health of 
older persons was assessed according to involvement in community activities, physical 
activity, cognitive activities and jobs. About 15 % of persons who were eligible for 
interventions on physical and cognitive functions had no involvement in any of the four 
elements of the domain. Persons who maintained involvement in the domain were more likely 
to have friends who provided social support, to have visual acuity after correction, and 
to go out frequently. Interventions on physical and cognitive functions should 
incorporate interventions on visual acuity, social support provided by friends, and 
frequency of going out in physical and/or cognitive trainings. 
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１．研究開始当初の背景 
 介護保険制度開始後の軽度要介護者の急
増に対処するため、地域では、介護保険の地
域支援事業で、心身機能と生活機能が低下し

ている虚弱高齢者に、筋力向上運動や認知機
能訓練からなる心身機能訓練が提供されて
いる（以下、二次予防事業と呼ぶ）。しかし、
筋力向上運動でも認知機能訓練でも、各訓練
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による心身機能の改善は、国際生活機能分類
で定義されている、生活機能の活動 activity
（課題や行為の遂行）と参加 participation
（生活・人生場面への関わり）という領域の
改善に波及しないという問題に直面してい
る。心身機能以外に何を改善させなければな
らないのか、そのうち介入に適する因子は何
かを解明する疫学研究が必要である。そのた
めには、虚弱高齢者の活動・参加領域の生活
機能を評価するための尺度を作成して活
動・参加領域が障害されている虚弱高齢者を
同定できるようにすること、そして、活動・
参加領域が障害されている者の特徴を、障害
されていない者との比較によって明らかに
し、変容可能な特徴を、介入が標的とする因
子に加えるという方策が考えられる。 
 
２．研究の目的 
 心身機能訓練などからなる二次予防事業
の対象である虚弱高齢者の活動・参加領域の
生活機能を評価するための尺度を作成する。
そして、その尺度に基づいて定義された、活
動・参加領域を維持している虚弱高齢者と維
持していない虚弱高齢者との間で、生活実態
と健康状態を比較して、虚弱高齢者における
活動・参加領域の生活機能障害に関連する因
子のうち、変容可能なものを明らかにする。
また、医療機関の外来診療を利用した虚弱高
齢者を対象に、活動・参加領域の生活機能の
改善につながると期待される心身機能訓練
の目標値を設定する。2 つの検討結果から、
虚弱高齢者の活動・参加領域の生活機能の改
善に寄与すると期待される介入の方策を考
察する。 
 
３．研究の方法 
(1)活動・参加領域の尺度作成、および活動・
参加領域の機能障害に関連する因子の検討 
高知県いの町に在住し、調査時点で要介護

認定を受けていなかった 65 歳以上者全員を
対象に、生活実態と健康状態を尋ねる郵送質
問紙調査を実施する（最終的に 4688人から
回答を得た）。質問項目は生活習慣として、
ふだんの食品摂取の多様性、過去 1ヶ月間の
不眠経験、自動車の運転状況、余暇に行う身
体活動（以下、身体活動）、家族構成、ソー
シャルサポートを提供してくれる親族と友
人、地域で行われている活動への参加（以下、
地域活動）、余暇に行う認知機能を使う活動
（以下、認知機能動員活動）、収入になる仕
事（以下、仕事）、暮らし向き、生活機能と
して身体的日常生活動作能力、介護予防のた
めの基本チェックリスト、健康状態として、
ロコモティブシンドローム該当状況、矯正後
の視力と聴力の状況、過去 1 年間の入院歴、
服薬している疾患、からだの痛みの状況、自
覚的健康観などである。 

活動・参加領域の生活機能を評価するため
の項目として、地域活動、身体活動、認知機
能動員活動、仕事の 4 項目を選定し、4 項目
のどれにも従事していないことを活動・参加
領域の生活機能が障害域にあることと定義
する。身体的日常生活動作能力が自立してい
たが、基本チェックリストの判定基準により
二次予防事業の対象とされた者を、活動・参
加領域が障害域にあった者とそれ以外の者
とに分けることとする。そして、2 群の間で、
生活実態と健康状態に関する調査項目の特
定のカテゴリーの比率を比較する。
Mantel-Haenszel法によって性、年齢（65-74
歳、75-84歳、85 歳以上の 3 階級）を調整し
て 2群の間の比率の差の統計学的有意性を検
討する。 

 
(2)活動・参加領域の改善をめざす介入での
心身機能訓練の目標値の検討 
研究協力自治体が運営する公立病院の内

科外来で、70歳以上通院者 65 人を対象に、
総合的機能評価として、身体的日常生活動作
能力、手段的日常生活動作能力、老研式活動
能力指標、介護予防のための基本チェックリ
スト、認知機能測定（Mini-Mental State 
Examination、MMSE）及び身体機能測定（Up
＆Goテスト）を行なう。MMSEと Up＆Go テス
トについて、心身機能訓練を行う介入におけ
る目標水準を検討する。 
 
４．研究成果 
(1)①活動・参加領域の尺度作成 
活動・参加領域の状況については、「地域

活動に参加している」（公民館や集会所での
集まり、老人クラブ、家の外で行なう趣味の
サークル、自治会、ボランティアの 5種類の
うち、少なくとも 1 種類に月 1-2日以上参加
している）、「身体活動を行っている」（散歩
などでゆっくり歩く、ウオーキングなど早足
で歩く、ゴルフ・ゲートボールなどの運動、
テニス・ジョギング・エアロビスク・水泳な
どの運動の 4種類のうち、少なくとも 1種類
を月に 1～3 回以上している）、「認知機能動
員活動を行っている」（将棋・囲碁など相手
とするゲーム、パズル・パチンコなど 1人の
ゲーム、編み物・陶芸などものを作ること、
川柳・俳句・短歌など文を作ること、小説・
物語などを読むこと、楽器を演奏することの
6 種類のうち、少なくとも 1 種類を月に 1-3
回している）、「収入になる仕事をしている」、
以上 4 項目のうち 1 項目以上を満たす者を
「活動・参加領域の生活機能に障害がない」
者とみなし、4 項目とも満たさない者を「活
動・参加領域の生活機能が障害域にある」者
とした。 

日常生活動作能力（歩行、食事、排便・排
尿、入浴、着替えの 5項目）が自立していた



 

 

高齢者のうち、活動・参加領域を構成する各
項目が非障害域にあった高齢者の割合を、活
動・参加領域に属する 4つの項目別に求めた。
「仕事をしている」が 26.0％（この質問への
有効回答者数は 3985 人）と最も低率で、次
いで「地域活動に参加する」が 41.6％（この
質問への有効回答者数は 3312 人）、「認知機
能動員活動をしている」が 53.5％（この質問
への有効回答者数は 2917人）で、「身体活動
をしている」が 67.6％（この質問への有効回
答者数は 2807 人）と最も高率であった。こ
れら 4項目のどれにも該当しない「活動・参
加領域が障害域にある」者の割合は 9.7％（有
効回答者数は 2055 人）であった。 

「活動・参加領域が障害域にある」の者の
割合を、二次予防事業の対象として選定され
た者だけに限定して計測した。その結果は、
基本チェックリストの運動器機能が障害域
（質問 5 項目への回答が 3 項目以上で障害
域）にあり、運動器の機能向上プログラムの
対象となった 472 人では 18.9%、認知機能が
障害域（質問 3項目への回答が 1項目以上で
障害域）にあり、認知機能の向上プログラム
の対象となった 663人では 13.6％、生活機能
またはその下位機能が障害域（生活機能 5項
目、運動器機能 5 項目、栄養状態 2 項目、口
腔機能 3 項目、閉じこもり 2 項目、認知機能
3 項目の計 20 項目への回答が 10 項目以上で
障害域）にあり、二次予防事業の対象となっ
た 543人では 14.7％であった。従って、作成
した評価尺度を用いると、二次予防事業対象
者のうち約 15%を、活動・参加領域の生活機
能が障害域にある者として同定できた。二次
予防事業として標準的に行われているプロ
グラムに、活動・参加領域の生活機能の改善
をめざすプログラムを付加する介入を行う
時は、これらの者が標的集団になると考えら
れる。 
 
②活動・参加領域の機能障害に関連する因子
の検討 
身体的日常生活動作能力が自立していて、

活動・参加領域の 4 項目に有効回答を与えた
のは 2071 人で、これらの回答者のうち、活
動・参加領域が障害域にあったのは 304 人、
非障害域にあったのは 1767 人であった。こ
れらの回答者のうち二次予防事業の対象と
判定された者について、活動・参加領域での
障害の有無と心身機能、生活実態、健康状態
との関連を検討した。 
表 1は、生活機能またはその下位機能が障

害域にあり、二次予防事業の対象となった者
について、生活実態と健康状態に関する項目
と、活動・参加領域での障害の有無との関連
を検討した結果である。活動・参加領域が障
害域にあった者の方で有意に高率であった
項目は、「矯正後の視力に障害がある」、「ソ

ーシャルサポートを提供してくれる友人が
いない」、「他者からの援助が必要な暮らし向
きである」であった。「入院経験がある」、「服
薬している疾患がある」、「からだに痛みがあ
る」といった、医療利用に関する因子、婚姻
状況、同居家族といった家族構成に関する因
子、そして親族からのソーシャルサポートの
提供の状況については、2 群の間に差が見ら
れなかった。 

 
表 2は、運動器の機能向上プログラムの対

障害域

（N=80)

非障害域

（N=463)

食品摂取多様性なし 57.3 50.7 0.268

過去1ヶ月間に不眠経験あり 59.0 57.8 0.912

自動車運転せず 70.9 58.0 0.237

配偶者なし 41.6 37.4 0.990

同居家族なし 20.5 21.2 0.837

援助が必要な暮らし向き 22.5 13.1 0.024

サポート提供源になる親族なし 6.4 3.6 0.278

サポート提供源になる友人なし 24.7 6.7 <0.001

ロコモティブシンドローム該当 96.2 90.8 0.340

視力（矯正後）が障害域 28.8 17.0 0.025

聴力（矯正後）が障害域 21.5 23.8 0.358

過去1年間に入院あり 22.8 20.8 0.872

服薬している疾患あり 87.3 89.3 0.612

からだの痛みあり 79.5 78.3 0.958

自覚的健康観不良 56.3 46.8 0.156

障害域

（N=89)

非障害域

（N=383)

口腔機能が障害域 36.8 33.4 0.680

栄養状態が障害域 1.5 2.1 0.940

閉じこもりに該当 68.2 52.9 0.044

認知機能が障害域 56.3 48.5 0.454

うつ症状あり 52.6 47.6 0.601

障害域

（N=90)

非障害域

（N=573)

運動器機能が障害域 54.0 32.0 0.017

口腔機能が障害域 34.5 24.8 0.267

栄養状態が障害域 1.5 1.8 0.996

閉じこもりに該当 61.6 38.7 0.013

うつ症状あり 51.2 38.3 0.242

表1. 二次予防事業対象者における、活動・参加領域の障害

の有無間での生活実態と健康状態の比較

表2. 運動器機能向上プログラム対象者における、活動・参

加領域の障害の有無間での他の機能領域の状況の比較

表3. 認知機能向上プログラム対象者における、活動・参加

領域の障害の有無間での他の機能領域の状況の比較

基本チェックリストでの領域

活動・参加領域

P値
ａ）

a)Mantel-Haenszel法で性、年齢を調整

基本チェックリストでの領域

活動・参加領域

P値 
ａ）

活動・参加領域

P値
ａ）生活実態と健康状態

a)Mantel-Haenszel法で性、年齢を調整

a)Mantel-Haenszel法で性、年齢を調整



 

 

象者について、他領域の機能の障害の有無と、
活動・参加領域での障害の有無との関連を検
討した結果である。活動・参加領域が障害域
にあった者の方では、「閉じこもり」に該当
する者の割合が有意に高率であった。 

表 3は、認知機能の向上プログラムの対象
者について、他領域の機能の障害の有無と、
活動・参加領域での障害の有無との関連を検
討した結果である。活動・参加領域が障害域
にあった者の方では、「運動器の機能障害」
に該当する者の割合と「閉じこもり」に該当
する者の割合が有意に高率であった。 

従って、活動・参加領域の生活機能の改善
をめざす介入では、心身機能を改善させるだ
けでは十分ではなく、心身機能以外の因子で
ある、矯正後の視機能、友人からのソーシャ
ルサポートの提供状況、そして閉じこもり状
況を改善させる介入を付加する必要がある
と考えられる。対象者ひとり一人の生活実態
を踏まえ、視機能障害があればその治療、外
出の妨げとなる健康上の問題や生活環境の
問題があれば治療と生活環境の改善、そして
ソーシャルサポートを提供する友人を探す
ことが、付加する介入の候補である。 

 
(2) 活動・参加領域の改善をめざす心身機能
訓練の目標値 
70 歳以上の内科外来通院者 65 人を対象に

行った認知機能測定（MMSE）と身体機能測定
（Up＆Go テスト）は、高齢者に負担感を与え
ずに安全に行える測定であった。 
MMSE と Up＆Go テストについて、手段的日

常生活動作能力での障害の有無との関連を
横断的に検討した。MMSE 得点については、男
女とも、広く用いられる判定基準である 23
点以下で、手段的日常生活動作能力に障害を
有する者が増加した。Up＆Go テストについて
は、男 12秒以上、女 14秒以上で手段的日常
生活動作能力に障害を有する者が増加した。 
従って、虚弱高齢者の活動・参加領域の改

善をめざす介入では、認知機能を評価する
MMSE での得点が男女とも 23 点以上を維持す
ることを、また身体機能を評価する Up&Go テ
ストの測定値が、男では 12 秒以下、女では
14 秒以下を維持することを目標にするとよ
いと考えられた。 
 

(3)活動・参加領域の改善をめざす介入の方
策 

虚弱高齢者の活動・参加領域の生活機能の
改善をめざす介入として、認知機能訓練を行
う場合は、その高齢者が以前は行なっていた
が最近は行なっていない日常生活行動の中
から、本人にとって意味があり、外出機会を
増やすことにつながる行動を選定し、その行
動の再開を支援する作業療法が適応になる
と考えられた。身体機能訓練を行う場合は、

歩行能、平衡能、柔軟性を維持向上させる運
動療法が基本になると考えられた。これらの
心身機能訓練に付加することで、活動・参加
領域の生活機能改善が期待される介入とし
ては、視機能障害の治療、視機能障害がある
者の行動の自立を支援する生活環境改善、高
齢者にソーシャルサポートを提供する友人
の発掘、そして高齢者の外出を促すことと考
えられた。 
今後は、65 人の通院者を対象として、作業

療法または運動療法に、視機能障害の改善と、
家族・親族以外のソーシャルサポートの醸成
につながる介入を付加する期間を設定し、作
業療法または運動療法だけの期間を対照相、
作業療法または運動療法に、視機能とソーシ
ャルサポートに対する介入を付加する期間
を介入相として、各相が終了した時点におけ
る、活動・参加領域の生活機能が障害域にあ
る者の割合を比較する。この結果に基づき、
作業療法と運動療法に上記因子への介入を
付加することが、活動・参加領域の生活機能
の向上に効果的かを検討する。 
また、「(1) ①活動・参加領域の尺度作成」

に用いた質問紙調査の回答者を対象に、要介
護認定について追跡調査を行い、本研究で提
案した、地域活動、身体活動、認知機能動員
活動、仕事の 4項目によって活動・参加領域
の障害をとらえることの予測妥当性を検証
する。 
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